













百貨店 Private Label Apparel（PLA）に関する 
一考察 
A Study on Private Label Apparel Launchs by Department Stores 
in Japan 



















減少を続け、2014 年の約 8 兆 6 千億円という額は、20 年前のほぼ 6 割の規模と
なった。百貨店の売上高も、1991 年の約 9 兆 7000 億円（衣料品売上構成比は当
時 40％前後、うち婦人服は 25％程度）をピークとし、現在、日本百貨店協会会
員 81 社の総売上高は 6 兆円ほど（衣料品約 2 兆円、服飾雑貨を中心とする「身
の回り品」は 8 千億円程度）に縮小している。特に地方百貨店は大幅に売上高を




















本稿ではPrivate Label Apparel を正式な呼称として用い以下PLA と略す。寡占
的製造企業によって全国広告が行われている商品が本来 national advertising 






わが国初の百貨店PLA は、既成の紳士用スーツが少数であった 1959 年に開始
された大丸の紳士用既成服「トロージャン」(4)であり、有名なPB「ダイエーみか
ん」（缶詰）より 1 年古い。1976 年の紳士服ブランド認知度ランキングではオン
ワードやピエール・カルダン等に続き「トロージャン」は 6 位であった（木下、
2011、p.61）。その後は、紳士服チェーンが private label で市場を拡大し(5)百貨
店では女性用衣料品や服飾雑貨が売り上げを伸ばした。 
 百貨店の PLA がマスコミの大きな注目を集めたのは 2009 年であった。当時、
消費不況を打開しようと百貨店各社は低価格戦略に走り、とりわけ傘下にそごう・
西武百貨店を擁するミレニアムリテイリング（当時）は「NB より割安な PB に
新規参入する」と発表してパリ・コレクション参加の経験を持つデザイナーを起
用しマスコミを賑わしていた。景気後退といわゆる PB 商品の市場シェア拡大の




両社のEC サイトでスタートした。NB の 80％の価格と発表されている。大丸松




ヨーカ堂の店舗と「オムニセブン」でも扱い、1 年間で 10 億円の売り上げを目指







三陽商会の 4 社だけで、2014 年 2015 年の 2 年間の閉店は 1,600 店以上に上り、
百貨店の衣料品売上高は 5 年で 2000 億円近く減少した）。百貨店は独自性を出す
ために、素材までさかのぼった PLA 開発を今後の商品戦略の目玉の 1 つに据え
ているため、企画を担当するファッション・デザイナーの求人が増加傾向にある
のも近年の特徴であろう(6)。 
















ケーションを提示することを研究目的として 2 つの類型を示す。 
 
1. P. H.ナイストロムと H.パスダーマジャンの「百貨店論」再考 














































 次に、わが国百貨店業界低迷の背景の 1 つであるアパレルのサプライチェーン
の問題点についてまとめておく。 
 






































































貨店 PLA「ナンバー21」とセブン＆アイ HD 傘下のマルチチャネルで販売され
るPLA に注目しようと思う。 
 
3. 百貨店 PLA の二つの類型 
百貨店以外を含む日本の衣料品市場規模は、1990 年代の約 15 兆円から 2010
年の約 10 兆円に縮小した（しかも一方で、衣料品の国内供給量は、この間に、年
間約 20 億点から 40 億点に倍増した）。現在は、特に百貨店における衣料品売上




れぞれ 1 兆円を超える市場規模である（バッグ類の市場規模は 8000 億円強だが
財布などの小物を加えると約 1 兆円）。ここ数年主に女性向けにインバウンド及











 2011 年に伊勢丹新宿店の靴のブランドとして生まれたが、16 年春夏から新た
にバッグといわゆるシーズン雑貨を、16-17 年秋冬からはファッション・ジュエ
リーをそれぞれスタートさせたPLA が、グリム童話第 21 話「シンデレラ」にち
なんだ「ナンバー21」である。2015 年度には伊勢丹新宿店のシューズ売り場で 2
万 6,000 足以上（グループ全体で、小売で 9 億円、卸売で 8,000 万円）を売り上





「ナンバー21」は、基幹 3 店から支店や地域店へ、さらに 2016 年春から全日
本デパートメントストアーズ開発機構の幹事店の一部への卸売がスタートし、欧





日本の百貨店 PLA が成功するための要件を明確にするための 1 つの類型として
注目されるべきであろう。 

























ボ」とされる「リミテッド エディション バイ カール・ラガーフェルド」を
発表した。 
 同社MD は、①社内にデザイナーやパタンナーを揃えモノづくり体制を整えた
ことでPB の規模が 100 億円になったこと、②有力デザイナーとの協業PB をさ
らに強化する予定であること、③重視しているのは、すそ野を広げるための買い
















































的には、COM（country of manufacturing）、COP（country of parts）、COD
（country of design）に加え、country of brand origin も百貨店の顧客にとって





 (1) 消費革命と都市百貨店の成長についてはR. H. Williams（1982）を参照されたい。 
 (2) 男子服の大衆化については柳洋子（1982）に詳しい。 
 (3) 理論的にはメーカーも卸売業も小売業もチャネル・リーダーたり得るとし、チャネルを
リードするための条件として経済的パワー（資本力、規模力、研究開発力等）と地位パワ
ー（企業の置かれている位置、機能、活動等）があげられた（R. W. Little, 1970, p.33）。 























 (8) 拙稿（2005、7 章）及び拙稿（2016A）を参照されたい。 




ーはバーゲンセールの広告に批判的であった（Nystrom, 1922, p.255）。 
 (11) ナイストロムは、「ファッション製品のイラストとショー」という項を立てて、特にスタ
イル・ショーの効果を詳しく説明した（P. H. Nystrom, 1932, pp.180-182）。 
 (12) 流行は往時のように、主として富裕階級の生活に影響を与えるのではなく、ますます大
衆の生活を左右するという考えはナイストロム（特に 1928、1932）に一貫している。 












 (15) 衣料品流通に関する取引経路の段階性（向井、1951、p.129 など）や季節性（向井、1951、
p.157 など）に関する内容である。 
 (16) 1956 年のイタリアン・フェアでは繊維製品や服飾雑貨の他にベネチアングラスその他
高級品約 4 万点が展示販売されている（大内・田島、1996 年、p.135）。 



















 (19) 1980 年代にルイ・ヴィトン日本法人が成功を収めると、外資ラグジュアリー・ブランド






 (20) 1999 年 9 月～10 月に日本の四大かばん産地とされる東京・大阪・名古屋及び兵庫県豊
岡市において調査を行い、284 社からの回答を得た（発送企業数 647 社、回収率は製造業
で 43.2％、卸売業で 54.6％）。集計の結果、卸売業（製造卸を含む）で自社のオリジナル













 (22) 産地企業に加え金融機関その他へのヒヤリングでは、PB 生産への、「産地」としての最
大の懸念は、短期間で PB を止めてしまうことである。また企画担当者に対する不満もあ
った（しかしコストを重視するため産地で社内企画担当者を確保するのは難しい）。 
 (23) 2014 年春の消費増税の際、アパレル市場が直後から影響を受けたのに対して、ファッ
ション・グッズは影響しなかったが、15 年度から市況が悪化している。メンズは比較的善
戦しているものの、レディースが厳しく、特に靴、バッグが低迷している。 






 (25) 主な新企画は以下のとおりである。2010 年島田順子と協業、2011 年サンエー・インタ
ーナショナルとの協業（女性の仕事着を開始）、2012 年レナウンとの協業を開始、2014 年
様々なクリエイターと組んだライフスタイルストア「ハニカムモード」等を開始、2015 年






年 7 月 21 日）。さらに、地方店を立て直すべく 15 年 3 月に立ち上げたリミテッドエディ
ション・エリアモードでは、日本初の縫製職人マッチングプラットフォーム「nutte（ヌッ
テ。株式会社ステイト・オブ・マインドが 2015 年 2 月に開始したサービス。依頼者はサ
ンプル制作など、1 点から受注できる。アパレル企業と縫製工場のマッチングプラットフ
ォームである）と組むことで小ロット生産の対応も可能になった（WWD ジャパン 2016
年 7 月 4 日）。 
 (27) ただしかつての紳士服チェーンは女性用スーツも充実し顧客の支持を得て業績を伸ば
している。すなわち、青山商事は、ウィメンズの 2016 年 3 月期の売上が前期比 116％の
274 億円であり、同社は 2016 年春に 30～40 代前半にキャリア女性をターゲットに設定
した女性専門店「ホワイト・ザ・スーツカンパニー」をスタートしている。 
 (28) 塚田（2016B）を参照されたい。 
 (29) 塚田（2005、第 7 章）に詳しい。 
 (30) 西村（2014）を参照されたい。 
 (31) 以下を参照されたい。Ha-Brookshire, J. E. (2012), “Country of parts, country of 
manufacturing and country of origin: consumer purchase preferences and the impact of 
perceived prices”, Clothing and Textiles Research Journal, Vol. 30 No.1, pp.19-34. 
Hamzaoui, L. and Merunka, D. (2006), “The impact of country of design and country of 
manufacture on consumer perceptions of bi-national products’ quality: an empirical 
model based on the concept of fit”, Journal of Consumer Marketing, Vol. 23 No.3, pp.145-
155.  
 (32) 社会実験については拙稿（1989）（「マクロマーケティング論序説：漸次的社会工学的ア
プローチに基づく研究構想」『三田商学研究』32 巻 4 号、pp.43-57）を参照のこと。 
 
【参考文献・資料】 
Ailawadi, Kusum L. and Bari Harlam (2004), “An Empirical Analysis of the Determinants of 
Retail Margins: The Role of Store-Brand Share”, Journal of Marketing, Vol.68 No.1, 
pp.147-165. 
Appel, Joseph H. (1930) The Business Biography of John Wanamaker: Founder and Builder, 
115 
 
America’s Merchant Pioneer from 1861 to 1922; with Glimpses of Rodman 
Wanamaker and Thomas B. Wanamaker, NY: Macmillan.  
     ― (1940) Growing up with Advertising, NY: The Business Bourse. 
Borden, Neil H. (1976), The Economic Effects of Advertising, NY: Arno Press. 
Cook, Victor J. and Thomas F. Schutte (1967), Brand Policy Determination, Boston: Allyn 
and Bacon. 
DelVecchio, Devon (2001), “Consumer Perceptions of Private Label Quality: the Role of 
Product Category Characteristics and Consumer Use of Heuristics,” Journal of 
Retailing and Consumer Services, Vol.8 (September), pp.239-249. 
Kyong-Nan Kwon, and Mi-Hee L. (2008), “The Effect of Perceived Product Characteristics on 
Private Brand Purchases,” Journal of Consumer Marketing, Vol.25 (2), pp.105-114. 
Little, Robert W. (1970) “The Marketing Channel: Who Should Lead This Extra-Corporate 
Organization?” Journal of Marketing, Vol.34 January, pp.31-38. 
Livesey F. and Lennon P. (1978), “Factors Affecting Consumers’ Choice Between 
Manufacturer Brands and Retailer Own Labels,” European Journal of Marketing, 
Vol.12 (2), pp.158-170.  
Nirmalya, Kumar and Jan-Benedict E. M. Steenkamp (2007), Private Label Strategy: How 
to Meet the Store Brand Challenge, Harvard Business School Press. 
Nystrom, Paul H. (1918) Textiles, NY: D. Appleton. 
― (1922) The Economics of Retailing, NY: The Ronald Press Company. 
― (1928) Economics of Fashion, NY: The Ronald Press Company. 
― (1929) Economic Principles of Consumption, NY: Ronald Press. 
― (1932) Fashion Merchandising, N. Y.: The Ronald Press Company. 
― (1937) Retail Store Operation, 4th edition, NY: The Ronald Press Company. 
Pasdermadjian, Hrant (1954), Department Store: Its Origins, Evolution and Economics, 
London:Newman Books（片岡一郎訳『百貨店論』ダイヤモンド社、1957 年）。 
Quelch, John A. and David Harding (1996), “Brands Versus Private Labels: Fighting to Win,” 
Harvard Business Review, Vol.74, pp.99-109. 
Rashid, Arooj, Liz Barnes and Gary Warnaby (2016), “Management Perspectives on Country 
of Origin,” Journal of Fashion Marketing and Management, Vol.20 (2), pp.230-244. 
Schutte, Thomas F. (1969), “The Semantics of Branding,” Journal of Marketing, Vol.33 No.2, 
pp.23-34. 
Suyama, Keisuke, Umemoto Haruo, and Suzuki Yuya (2004) “National Brands and Private 
Brands Communication in Japan,” Japanese Economy, Vol.32 (3), pp.105-124. 
Williams, Rosalind H. (1982), Dream Worlds: Mass Consumption in Late Nineteen-Century 
France, University of California Press. 
浅井慶三郎（1969）「小売業の革新の再吟味② プライベートブランドの発展とその影響」『三





伊藤元重（1998）『これからの百貨店：日本百貨店協会創立 50 周年記念誌』日本百貨店協会。 
―（1998）『百貨店の未来』日本経済新聞社。 
上田隆穂（1999）「品質バロメーターとしての価格」『学習院大学経済論集』第 36 巻第 1 号、
pp.27-42。 
―（2004）「消費者における価値と価格」『学習院大学経済論集』第 41 巻第 2 号、pp.75-88。 












―編著（1998）『百貨店のあゆみ：日本百貨店協会創立 50 周年記念誌』日本百貨店協会。 
陶山計介・後藤こず恵・大田謙一郎（2008）「PB ロイヤルティ構造の日英米比較」『日本商業学








日本百貨店協会編（1959）『日本百貨店協会 10 年史』。 
―（1978）『会員百貨店のあゆみ：日本百貨店協会創立 30 周年記念』。 
―（1998）『協会 50 年のあゆみ：日本百貨店協会創立 50 年記念誌』。 
一橋大学産業経営研究所編（1963）『百貨店経営ケース・スタディ』ダイヤモンド社。 
藤野直明（2003）「統合オペレーション戦略のケース・スタディ：百貨店チャネルのアパレル流































（2017 年予定）「Amazon.com のアパレル販売とわが国百貨店」『東洋大学大学院紀要』53 集。 
 
（2017 年 1 月 6 日受理） 
 
